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１．はじめに   

現在,名古屋駅前では，名古屋ターミナルビル(以下，

「既存ビル」という)の跡地に地上46階,地下 6階,高

さ約220mの超高層複合ビル「JRゲートタワー」（以下,

「新ビル」という）を建設中である(図-1)．この地下

工事では，地中連続壁工法を用いた山留壁で新ビル建

設地の周りを囲む計画としている．建設地の地下には

他社線の鉄道函体が南北に横断しており，その交差箇

所は地上から山留壁の施工ができないことから，鉄道

営業線直下で初めてとなる，透し掘り連壁工法を採用

した(図-2)． 

本稿では，透し掘り連壁工法採用に至るまでの経緯

と，施工時に実施したリスク対策のうち代表的なもの

について報告する． 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．施工方法の検討 

（１）鉄道函体仮受け防護工事 

 既存ビルは鉄道函体を跨ぐようにして建設されてお

り，新ビルの地下部はそれらを解体しながら，逆打ち

工法にて構築する．そのため，鉄道函体を延長50mに

亘り，杭・ジャッキで仮受けする計画としている(図-3)． 

また，現場周辺の地下水位は GL-3m と高く，仮受工

事の前に薬液注入等で止水することが必要である． 

 

 

 

 

 

 

 

（２）鉄道函体直下連壁の当初計画 

山留壁は，地上に据え付けた水平多軸回転カッタ

ー方式の掘削機(以下，「連壁掘削機」という)にて施

工する計画とした(図-4)．しかし，鉄道函体との交差

部については，連壁掘削機を用いて地上から施工がで

きないため，前述の鉄道函体の仮受けを先行して行う

(以下，「先行仮受」という)ことで，鉄道函体直下に

空間を設け，その空間に連壁掘削機を据え付け，施工

する計画とした(図-5)． 

 

 

 

 

 

 

 

（３）当初計画の課題 

 連壁掘削機を鉄道函体直下に据え付ける空間を確保

するためには仮受工事で設ける空間に加えて， 5ｍの

盤下げ掘削を行う必要があった． 

また，前述のとおり現場周辺の地下水位が高く，施

工基面と 15m の水頭差が生じることから，連壁の溝

壁周囲に大規模な地盤改良を行う必要があった． 

これらの作業は狭隘かつ地下水位以下という厳しい

条件下での施工となるため，施工性，作業安全性とい

う点で課題があった(図-6)． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 JR ゲートタワー 図-1 JRゲートタワー 図-2 現場平面図 図-2 現場平面図 

図-3 仮受け防護工事 施工概要 

図-2 現場平面図 
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図-9 高流動コンクリート打設試験

図-7 透し掘り掘削機 
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図-8 施工イメージ  

（４）透し掘り連壁工法 

当初計画の課題を解

消するために，地上に

掘削機を据えて施工可

能な工法について検討

を実施した．そのなか

で，透し掘り連壁工法

に着目した．この工法

は，図‐7 に示すとおり，90 度拡翼することができる

掘削機をベースマシン(クローラークレーン)に吊り下

げることで，埋設物直下の掘削を地上から行うことが

できる．そのため，当初計画で必要な盤下げ掘削や地

盤改良が不要となる．また，先行仮受を行う必要がな

くなることで，早期に山留壁を閉合でき，その後の仮

受け工事の際には，山留壁により現場周辺からの水の

流入が防止されるので，先立った薬液注入が不要とな

り，仮受け工事のスリム化を図ることができる． 

しかし，地上から見えない箇所での施工となるため，

掘削機の刃で鉄道函体を損傷してしまう恐れがあるこ

とや，施工時に万が一鉄道函体に変状が生じた場合に

対処のしようがないことという新たな課題も考えられ

た．鉄道営業線の安全確保の観点から，これらの課題

の解消が採用には不可欠であった． 

（５）新工法採用に向けた検討 

透し掘り連壁工法を採用

するための課題解消にあた

り，あらためて当初の計画

を振り返った． 

当初計画では，連壁掘削

機を鉄道函体直下に投入す

るために，先行仮受を行う

必要があった．したがって

連壁掘削時には，仮受杭に

より鉄道函体は支持されて

おり，掘削に伴い周辺地盤

の緩みが発生したとしても，

その影響は受けない．また，仮受けにより生じた空間

より更に下に連壁を構築するため，掘削機の刃が鉄道

函体に接触することもない． 

以上のことより，透し掘り連壁工法に先行仮受を組

み合わせることで，山留壁の早期閉合はできないが，

新たに生じた課題を解消できることがわかった．また，

当初計画より，工費・工期面でも優れていることから，

採用を決定した（図-8）． 

３．施工時のリスクの抽出と対策の実施 

透し掘り連壁工法は，当社で初採用かつ鉄道営業線

下初採用であったため，鉄道営業線の安全確保を大前

提に，施工上における入念なリスクの洗い出し及びそ

れらリスクへの対策の考案・実施を行った．本稿では

その一例を紹介する． 

（１）掘削精度の確保 

鉄道函体の幅より，函体直下の連壁長を 13m とし，

両側から分割施工する計画とした．そのため，片側

6.5mという過去に実績のない透し掘り長となり，従来

の掘削精度管理手法では，所定の精度が確保できない

おそれがあった． 

そこで，地中連続壁工法で多く用いられていた APS

（絶対位置計測装置）を透し掘り掘削機に初めて搭載

した．これにより掘削機の刃の先端位置をリアルタイ

ムでモニタリングし，掘削時の横ブレに対し，速やか

に対応できるようにした． 

（２）コンクリート（ＲＣ連壁）の確実な充填 

 今回構築する連壁は

ＲＣ造のため，6.5mの

透し掘り部にコンクリ

ートが自己充填できる

よう，スランプフロー

68cm の高流動コンク

リートを採用した．

施工に先立ち，実物大の試験を行い，高密配筋下かつ

安定液中でも，確実に充填され，材料分離が生じてい

ないこと，強度が設計以上発現することを確認した． 

４. おわりに 

 鉄道営業線の安全確保を大前提に施工方法を検討し，

かつ施工時のリスク対策を入念に実施することで，無

事故で間断なく工事を完遂することができた．引き続

き鉄道営業線の安全確保を大前提に工事を進める．  
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